
平成１８年３月期　　 個別中間財務諸表の概要　　　   平成１７年１０月２７日
上 場 会 社 名          日本アビオニクス株式会社          上場取引所         東
コ ー ド 番 号          ６９４６                              本社所在都道府県   東京都
（ＵＲＬ  http://www.avio.co.jp ）
代　　表　　者　 役職名 代表取締役社長　　      氏名  鈴木  泰次
問合せ先責任者　 役職名 経営企画本部経理部長    氏名  露木  満   ＴＥＬ (０３)５４０１－７３５１
決算取締役会開催日　  平成１７年１０月２７日    中間配当制度の有無               有
中間配当支払開始日        －                    　単元株制度採用の有無     有 (１単元 １,０００株)
１． １７年９月中間期の業績(平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日)

(1)経営成績
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円　  　　％ 百万円　  　％ 百万円　  　％

17年 9月中間期
16年 9月中間期

12,835          8.9 
11,782        △4.2 

176      △18.1 
215           － 

71          5.0 
67           － 

17年 3月期 25,327              856              606        　　  

中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益

百万円　　  　％ 円　　銭    
17年 9月中間期
16年 9月中間期

10      △97.0 
   364           － 

0.38      
12.90      

17年 3月期 1,306              44.62      
(注) ①期中平均株式数 17年 9月中間期  普通株式  28,280,946株   第１種優先株式  4,000,000株

16年 9月中間期  普通株式  28,286,300株   第１種優先株式  4,000,000株
17年 3月期      普通株式  28,284,747株   第１種優先株式  4,000,000株

　  ②会計処理の方法の変更　　　無
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
 (2)配当状況

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

円　　銭    円　　銭    
17年 9月中間期（普 通 株 式）

   （第１種優先株式）
16年 9月中間期（普 通 株 式）

   （第１種優先株式）

0.00      
0.00      
0.00      
0.00      

－      
－      
－      
－      

17年 3月期    （普 通 株 式）
   （第１種優先株式）

－      
－      

5.00      
10.98      

 (3)財政状態
総 資 産     株 主 資 本     株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期
16年 9月中間期

31,756     
29,283     

8,129     
7,382     

25.6  
25.2  

146.01   
119.59   

17年 3月期 30,506     8,304     27.2  150.66   
(注) ①期末発行済株式数  17年 9月中間期  普通株式  28,280,085株   第１種優先株式  4,000,000株

16年 9月期中間  普通株式  28,284,600株   第１種優先株式  4,000,000株
17年 3月期      普通株式  28,282,352株   第１種優先株式  4,000,000株

     ②期末自己株式数    17年 9月中間期  19,915株    16年 9月中間期　15,400株
17年 3月期      17,648株

２．１８年３月期の業績予想(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日)
１株当たり年間配当金

売 上 高    経常利益 当期純利益
期　末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭

通   期 29,400  1,100  1,600
普通株式 5.00

第１種優先株式 10.98
普通株式 5.00

第１種優先株式 10.98

 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　　55円 02銭

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しており、実際の業績は

      今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（参考）

１．「１７年９月中間期の業績」指標算式

○ １株当たり中間（当期）純利益

中間（当期）純利益 － 優先株式配当金総額
                                                                                                                                                                    　　　　　　  

   

期中平均普通株式数

○ １株当たり株主資本

期末株主資本 － 期末発行済優先株式数 × 発行価額 － 優先株式配当金総額
                                                                                                                                                                                                                                                                      　　　　　　　　　　   

     

期末発行済普通株式数

２．「１８年３月期の業績予想」指標算式

○ １株当たり予想当期純利益

予想当期純利益 － 予想優先株式配当金総額
                                                                                                                                                                    　　　　　　　  

　

期末発行済普通株式数
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貸　借　対　照　表

（単位  百万円 ： 未満切捨）

期　別 当中間期 前中間期 前    期 期　別 当中間期 前中間期 前    期

科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比 科　目 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

 （ 資 産 の 部 ） % % %  （ 負 債 の 部 ） % % %

流 動 資 産 25,329 79.8 22,681 77.5 24,006 78.7 流 動 負 債 13,320 41.9 12,541 42.8 11,429 37.5

現 金 及 び 預 金 1,344 1,694 1,908 支 払 手 形 561 595 695

受 取 手 形 215 602 462 買 掛 金 4,584 3,460 4,128

売 掛 金 7,906 6,254 6,910 短 期 借 入 金 5,320 6,625 4,600

製 品 780 823 748 未 払 法 人 税 等 65 68 109

半 製 品 222 392 286 前 受 金 1,434 20 710

材 料 1,676 1,715 1,660 その他の流動負債 1,354 1,771 1,186

仕 掛 品 8,416 6,883 6,954 固 定 負 債 10,306 32.5 9,359 32.0 10,772 35.3

未 着 品 204 60 277 長 期 借 入 金 6,480 6,320 7,300

繰 延 税 金 資 産 735 308 735 繰 延 税 金 負 債  － 12  － 

子会社短期貸付金 3,180 3,372 3,272
再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債 1,274 1,274 1,274

その他の流動資産 678 603 820 退 職給付引当金 2,552 1,735 2,197

貸 倒 引 当 金 △30 △30 △30 その他の固定負債  － 17  － 

固 定 資 産 6,427 20.2 6,601 22.5 6,499 21.3   負  債  合  計 23,627 74.4 21,900 74.8 22,201 72.8

有形固定資産 5,132 5,150 5,145 （ 資 本 の 部 ）

建 物 構 築 物 2,702 2,659 2,684 資   本   金 5,145 16.2 5,145 17.6 5,145 16.8

機 械 装 置 3,408 3,646 3,631 利益剰余金 1,131 3.6 364 1.2 1,306 4.3

車 両 運 搬 具 7 7 7 利 益 準 備 金 18  －  － 

工 具 器 具 備 品 2,981 2,948 3,017 中間(当期)未処分利益 1,112 364 1,306

減価償却累計額 △7,364 △7,469 △7,558 土 地 再 評 価 差 額 金 1,857 5.8 1,857 6.3 1,857 6.1

1,735 1,792 1,782 　　　 －    － 18 0.1 　　　－    －

土 地 3,342 3,342 3,342 自 己 株 式 △5 △0.0 △3 △0.0 △4 △0.0

建 設 仮 勘 定 53 16 20

無形固定資産 96 123 124

投資その他の資産 1,198 1,327 1,229

投 資 有 価 証 券 34 94 34

子 会 社 株 式 1,000 1,000 1,000

そ の 他 の 投 資 252 303 266

貸 倒 引 当 金 △88 △70 △70   資  本  合  計 8,129 25.6 7,382 25.2 8,304 27.2

  資  産  合  計 31,756 100 29,283 100 30,506 100 負債及び資本合計 31,756 100 29,283 100 30,506 100

(注) 保 証 債 務 69 百万円 82 百万円 72 百万円

その他有価証券評価差額金

平成16年9月30日現在 平成17年3月31日現在平成17年9月30日現在 平成16年9月30日現在 平成17年3月31日現在 平成17年9月30日現在
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損　益　計　算　書

（単位  百万円 ： 未満切捨）
期　　別　 当 中 間 期 前 中 間 期 前　　　　期

自 平成１７年４月  1日 自 平成１６年４月  1日 自 平成１６年４月  １日

至 平成１７年９月３０日 至 平成１６年９月３０日 至 平成１７年３月３１日

科　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

（ 経 常 損 益 の 部 ） ％ ％ ％

 営  業  損  益  の  部

売 上 高 12,835 100 11,782 100 25,327 100

売 上 原 価 10,277 80.1 9,403 79.8 20,112 79.4
販売費及び一般管理費 2,381 18.5 2,162 18.4 4,358 17.2

営　  業　  利　  益 176 1.4 215 1.8 856 3.4

 営 業 外 損 益 の 部

営  業  外  収  益 52 0.4 49 0.4 151 0.6

受 入 利 息 28 32 61
そ の 他 23 17 90

営  業  外  費  用 157 1.2 198 1.6 401 1.6

支 払 利 息 144 181 376
そ の 他 13 16 25

経    常    利    益 71 0.6 67 0.6 606 2.4

（ 特 別 損 益 の 部 ）

特　　別　　利　　益 　－ － 　－ － 40 0.1

投資有価証券売却益 　－ 　－ 40
特　　別　　損　　失 38 0.3 13 0.1 58 0.2

固 定 資 産 除 却 損 20 13 22
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 17 　－ 　－ 
役 員 退 職 慰 労 金 　－ 　－ 35

32 54 0.5 588 2.3

法人税、住民税及び事業税 22 0.2 35 0.3 55 0.2

法 人 税 等 調 整 額 　－ － △ 345 △2.9 △ 772 △3.1

10 364 3.1 1,306 5.2

1,102 △ 3,623 △ 3,623 

資本減少による欠損填補額 　－ 3,623 3,623

1,112 364 1,306

0.3

0.1

税引前中間（当期）純利益

中間（当期）未処分利益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益 又 は
前 期 繰 越 損 失 （ △ ）
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重 要 な 会 計 方 針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 子会社株式     ………………………………   移動平均法による原価法
　　　 その他有価証券
       時価のないもの  ……………………………   移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　製品､半製品、材料  　　 ………………………   総平均法による原価法
　　　　仕掛品、未着品　　   …………………………　  個別法による原価法

３．有形固定資産の減価償却の方法 ………………    定率法

４．引当金の計上基準

　　　　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して計上して

おります。

　　　　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、中間期末における退職給付債務見込額から年

金資産見込額並びに会計基準変更時差異未処理額、未認識過去勤務債務、未認

識数理計算上の差異を加減した額を計上しております。

５．リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税及び地方消費税の会計処理の方法　　……　　税抜方式

７．当中間期から、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の

  設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成１５年１０月３１日）を適用し

ております。これによる損益に与える影響はありません。
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